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〈Summary〉
  This paper analyzed employment support ― the university function that attracts the most 
attention in recent years ― from the viewpoint of effectiveness. The results of “a question-
naire survey on optimization of university administration” revealed differences in the situations 
of employment and the forms of the employment support systems. Also, as for the question 
about subjective evaluation of the employment support in place, while the functions of the 
existing employment support are positively evaluated, most of the universities consider that the 
budget, personnel and facilities for the employment support are insufficient irrespective of 
their forms of support.
  With respect to the effectiveness of employment support, a relative evaluation method, 
DEA, was used. The results of the analysis suggest that the CCR model shows relatively high 
effectiveness of private universities, while the BCC model demonstrates relatively high effec-
tiveness of public universities. In terms of different categories, universities that have a depart-
ment of health sciences showed high effectiveness.
  In regard to the factors influencing the effectiveness of employment support, parameters 
related to education support as well as employment support had positive impacts. Because the 
impacts of domestic internships were especially large, expansion of internships is considered 
as an effective way to improve the effectiveness.
  Based on the analyses above, an improvement plan with the use of a benchmarking 
method was examined. Since the relative evaluation method with DEA enables concrete target 
setting and shows ineffective parts in numbers, it can be a way to overcome weaknesses, taking 
advantage of one’s own strengths.
は　じ　め　に
　2012年度の大学卒業者の就職率1） は 67.3％と 2011年度（63.9％）に比べると若干改善してい
るが，依然として大学生の就職を取り巻く環境は厳しい状況にある。そのような中，大学には入
口と出口の二つの観点から就職支援のあり方が問われている。出口では，大学は社会のニーズに
応える人材を育成できているのかという学士力の質保証が求められている。入口では大学を目指
す高校生等が就職や職業に対して大きな関心を寄せている2）。大学の経営環境は 18歳人口の減
少等により年々厳しくなっているため，志願者の確保は経営上の観点からも重要な課題である。
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谷内（2005）が「大学にとって就職指導とは，単に学生個人の就職活動を支援するだけではなく，
学生の就職率や就職内容（内定先の程度）が大学の評価にもつながるために，入試，教育内容や
学生生活と同様に，大学にとってはきわめて重要な要素となっている」3） としているように，就
職は大学を評価する際の重要なポイントとなっている。したがって大学には，一人でも多くの学
生が納得のいく就職ができるように支援していくことが求められているといえよう。そして，そ
の支援は限られた資源（教員・職員・施設設備・情報等）を最大限に活用した効率的・効果的な
ものでなければならない。
　政府も学生の就職率の向上やキャリア形成の促進を図るため，文部科学省や厚生労働省，経済
産業省が連携した政策的な支援を講じている4）。文部科学省は大学設置基準の一部改正によって，
2011年度から社会的・職業的自立を図るために必要な能力を培う体制を整備するよう規定し，
教育課程に職業指導（キャリアガイダンス）を盛り込むことが義務化された5）。「キャリア」と
いう言葉は経験や経歴，専門的な職業に関連することなど多義的に用いられているが，文部科学
省はキャリア教育について，「望ましい職業観・勤労観及び職業に関する知識や技能を身に付け
させるとともに，自己の個性を理解し，主体的に進路を選択する能力・態度を育てる教育」6） と
している。これは図 1に示した①の矢印のように，各大学の建学の精神や教育理念の下に展開さ
れる正課教育と，就職のための知識や技能を育成する狭義の就職支援，そして社会人基礎力育成
という観点からは，クラブやサークル活動等の正課外の活動も含む，まさに入口から出口までの
プロセスすべてである。
　その中でも，②の矢印で示した就職支援は，就職課やキャリアサポートセンターといった事務
部署が担っており，キャリアコンサルタントやキャリアカウンセラー等による専門的な支援も行
われている。具体的にはインターンシップや就職ガイダンス，企業説明会，適性検査，各種講座，
就職・進路相談，模擬面接，履歴書・エントリーシートの書き方等の個別指導，そして企業への
求人開拓等も含まれる。本稿では，図 1の①の矢印で示したプロセス全体を広義の就職支援活動，
②の矢印で示したものを狭義の就職支援活動とする。
　就職支援活動を改善するためには，結果の数値である就職率の高低を比較するだけではなく，
図 1　大学の就職支援
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支援活動全体に対する総合的な評価が重要である。また，客観的な現状把握と改善に向けた具体
的な目標設定も重要であり，そのためには大学間の相互比較，すなわちベンチマーキングが有効
な方法と考える。しかし，現在，大学で行われている評価は定性的なものが多い。定量的なデー
タを用いている場合でも，前年度よりどれだけ増減したのかといったように，自大学のデータの
みを比較している場合が多く，他大学の状況まで考慮した評価を実施しているケースは少ない。
　そこで本稿では，大学経営の実態を把握するために実施したアンケート調査結果に基づき，大
学の就職支援活動を効率性の視点から分析する。効率性の分析手法は多入力多出力システムの効
率性を相対的に評価する DEA（Data Envelopment Analysis：以下 DEAとする）を用いる。DEA
による評価はランキングのように単に順位を付けるだけではなく，具体的な目標を設定し，どの
ようにすれば効率的になるかを数値で把握することができる。本稿の目的は，DEAによって最
も効率的と評価される大学をベストプラクティスとし，ベンチマーキングの考え方を応用した改
善案を示すことである。
　本稿の構成は，まず第 1節でアンケート調査の概要と結果を報告し，第 2節で DEAの概要と
モデルを説明する。第 3節で DEAを用いた就職支援活動の効率性評価の結果を示し，第 4節で
就職支援活動の効率性を規定する要因について分析する。第 5節ではベンチマーキングによる改
善案を検討し，最後にまとめと今後の課題を述べる。
第 1節　アンケート調査の概要
1.1　調査の目的・方法
　本分析は，大学の経営の実態を把握することを目的として筆者らが実施した「大学経営効率
化」アンケート調査のデータを用いる。本調査では大学経営に関する様々なデータを網羅的に収
集しているが，本稿では就職に関する調査項目についてのみ，報告する。アンケート調査の概要
は以下のとおりである。
 ⑴　調査対象及び時期：日本全国の国公私立大学 735校（放送大学，大学院大学は除く）。
    2011年度のデータを基本とし，在学生数・教職員数は 2011年 5月 1日現在の状況を調査
した。
 ⑵　調査方法：大学の事務局長宛に郵送でアンケート用紙を送付，回答は郵送で回収。
 ⑶　調査期間：2012年 10月下旬から 2013年 1月下旬まで
 ⑷　回収結果：194大学（26.4％）。
1.2　就職に関するアンケート結果
　回答大学の設置形態の内訳は国立 14％，公立 21％，私立 65％であった。回答大学は単科大学
が 41％，3学部以下が 72％，収容定員は 3,000人以下が 68％であった。また，高度専門職業人
養成を目的とする大学が相対的に多いという特徴があった。
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　就職に関するアンケート結果は表 1のとおりである。学部の卒業者に対する就職率（以下，就
職率とする）の平均値は 71％で，71～80％の大学が全体の 29％と最も多く，100％という大学も
2校あった。学部の就職希望者に対する就職率（以下，希望就職率とする）の平均値は 91％で，
91～100％の大学が全体の 77％を占めていた。希望就職率は 100％の大学が 14校ある一方で
39％という大学もあり，バラツキが大きかった。
　就職率と希望就職率の差（希望就職率－就職率）の平均値は 20％であった。設置形態別にみ
ると，国立 27.0％，公立 18.5％，私立 18.6％と，国立大学の差が最も大きかった。この要因の一
つとして，国立大学の進学率が公立・私立に比べて高いことが考えられる。
　大学主催の就職支援ガイダインス・セミナーの開催数の平均値は 65回であったが，10回以下
が 38校（20％）と最も多く，次いで 51～100回が 31校（15％）となっており，就職支援に積極
的な大学とそうでない大学の両極に分かれる傾向がみられた。国内インターンシップ参加者数に
ついても，平均値は 73人であったが，10人以下が 59校（33％）と最も多く，次が 51～100人
の 28校（16％）となっており，ガイダンス・セミナーと同様の傾向がみられた。海外インター
ンシップについては，近年，国際社会で活躍できるグローバル人材の育成が求められているが，
現在のところ海外インターンシップを実施している大学は少なく，参加した学生数は 5人以下の
大学がほとんどであった。
　就職支援担当部署の平均職員数は 8.4人で，10人以下が 138校（74％）と大半を占めていた。
担当職員の専任比率の平均値は 66.7％で，91～100％が 44校（24％），71～80％が 32校（18％）
となっていた。
　次に，設置形態別の就職支援の状況をみてみると，卒業率，就職率，希望就職率では一元分散
分析による有意差はみられなかった。進学率は国立が最も高く，続いて公立・私立の順になって
おり，有意差がみられた。大学主催のガイダンス・セミナー開催数や国内インターンシップ参加
者数，海外インターンシップ参加者数も有意差はなかった。
表 1　設置形態別平均値（＊＝p < 0.05，＊＊＝p < 0.01，＊＊＊＝p < 0.001）
全体 国立 公立 私立
卒業率（％） 84.5 86.1 86.5 83.5
進学率（％）＊＊＊ 83.9 24.3 13.6 7.1
就職率（％） 71.6 66.4 74.8 71.9
希望就職率（％） 91.4 93.3 93.4 91.0
ガイダンス・セミナー開催数（回） 65.3 72.7 39.8 76.7
国内インターンシップ参加者数注1） （人） 73.3 87.8 71.9 76.8
海外インターンシップ参加者数注1） （人） 3.3 0.7 1.5 4.4
就職支援担当職員数（A）注2） （人） 8.4 8.7 6.1 9.6
Aのうち専任職員数（B）＊＊ （人） 5.4 4.7 2.9 6.6
専任比率（B/A）＊＊（％） 66.7 64.3 52.9 70.1
注 1：単位認定を伴うものに限る。学部生のみ。
注 2：人材派遣・アルバイト等を含む
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　設置形態別の就職支援担当者については，望月（2013）7） が詳しい調査を行っており，「就職支
援担当者がいない」（教員・職員，常勤・非常勤を含む）と回答した割合は公立が最も高かった
としている。また，専任職員率は私立が最も高く，私立は従来から就職支援に力をいれており，
職員の組織基盤ができているためと指摘している。本調査では，就職支援担当職員数は有意では
なかったが私立が最も多く，次いで国立，公立となっていた。就職支援担当の専任職員率も私立
大学が最も高く，設置形態による有意差がみられた。これらは望月（2013）と同様の結果であっ
た。
1.3　就職支援に対する主観的評価の結果
　図 2は大学の経営全体を把握している回答者が，各大学の就職支援の状況を主観的に評価した
結果である。評価は各設問に対して「まったくそう思わない」から「強くそう思う」までを 5段
階で評価するという方法で行った。
　「①就職支援は機能している」（以下，「機能」とする）と評価している大学（4及び 5を選択，
以下同様）は 79.9％，「②就職支援のための予算は十分である」（以下，「予算」とする）と評価
している大学は 43.8％，「③就職支援のための人員は十分である」（以下，「人員」とする）と評
価している大学は 42.8％，「④就職支援のための施設・設備は十分である」（以下，「施設・設
備」とする）と評価している大学は 43.8％であった。すなわち，自大学の就職支援は機能してい
ると評価する大学は多いが，予算や人員，施設・設備について十分と満足している大学は半数以
下という結果であった。機能との相関係数は予算 0.411，人員 0.330，施設・設備 0.289でいずれ
も 5％水準で有意であった。
　次に就職率・希望就職率と主観的評価の相関関係をみたのが表 2である。就職率との間には回
答大学全体の①機能のみでプラスの相関がみられた。希望就職率との間には，回答大学全体では
大
 学
 数
図 2　就職支援に関する主観的評価
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①機能，②予算とプラスの相関がみられ，設置形態別では国立大学は②予算と③人員，私立大学
は①機能と②予算との間でプラスの相関がみられた。この結果から，卒業者全員に対する就職率
と就職支援との関係は弱いが，就職希望者に対しては就職支援が機能していることや就職支援の
予算・人員の充実度と関係があるといえよう。すなわち，就職支援の予算や人手が十分にあれば
希望就職率は上げられるということである。
　しかし，少子化等によって大学の経営環境は年々厳しくなっているため，限りある資源を効率
的に活用することが大学には求められている。そこで，次節では DEA用いて効率性の観点から
就職支援の評価を行う。
第 2節　DEAの概要とモデル
2.1　DEAの概要
　DEAは，テキサス大学の A. CharnesとW. W. Cooper両教授によって開発された評価法で，
企業だけではなく病院や市町村，公共事業等の分析にも多く用いられている。DEAでは分析の
対象を DMU（Decision Making Unit：以下，DMUとする）と呼び，その効率性を比率尺度（総
出力／総入力）によって相対的に評価する。DEAの基本的な考え方は，最も優れたパフォーマ
ンスを示す DMUが作る効率的フロンティアを特定し，そのフロンティアからの距離で効率値を
計測する。
　DEAの基本モデルは，Cooperらが提案した CCR（Charnes-Cooper-Rhodes）モデルである。
CCRモデルは規模の経済に関して収穫一定を仮定したモデルである。Bankerらは CCRモデル
を発展させて，規模の経済に対して収穫可変を分析可能とする BCC（Banker-Charnes-Cooper）
モデルを提案した。図 3に示すように，CCRモデルの効率的フロンティアは原点と Aを結ぶ最
も傾きが大きい直線となる。フロンティア上にある Aは効率的であるが，その他の DMUはす
べて非効率となる。BCCモデルの効率的フロンティアは A～Cを結ぶ形となる。フロンティア
上にある A・B・Cはすべて効率的で，DやＥは非効率となる。
　また，DEAには現状の出力レベルを維持して入力をできるだけ縮小する「入力指向型（Input 
Oriented）」と，入力レベルは現状のままで出力をできるだけ増加させる「出力指向型（Output 
表 2　就職率・希望就職率と就職支援の主観的評価の相関
就　職　率 希望就職率
①機能 ②予算 ③人員 ④施設・設備 ①機能 ②予算 ③人員 ④施設・設備
全体  0.154＊ 0.128 0.146 0.079     0.243＊＊  0.187＊ 0.089 0.030
国立 0.230 0.027 0.258 0.254 0.339  0.480＊     0.567＊＊ 0.430
公立 0.209 0.023 0.104 0.071 0.319 0.190 0.112 0.068
私立 0.137 0.177 0.130 0.064  0.220＊  0.200＊ 0.090 0.035
注：＊＊は 1％水準で有意（両側），＊は 5％水準で有意（両側）。
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Oriented）」があり，CCRや BCCモデルと組み合わせることによって様々なモデルを設定する
ことができる。DEAについては刀根（1993），Charnes et al.（1995），Cooper et al.（2007）が詳
しい8）。
　DEAの特徴は，直接的な観測値のみに基づき生産可能集合を求めるノン・パラメトリックな
分析方法で，入出力項目ともに計測単位を問わない。項目数にも制限がないため，大学のように
複数の評価基準があり，入出力項目が多数存在する分野の相対的効率性の評価に適している。ま
た，各入出力項目に対して自動的にウェイトが付けられ，各 DMUの特色を生かすことができる。
さらに非効率な DMUについては，改善のための目標値を示すこともできる。しかし，誤差項を
仮定しないため，特異なデータなどによって計測結果が影響を受けることや検定機能を持たない
という問題点がある。また，入出力の項目数が多すぎると，どの DMUも効率的となってしまう
ため，分析しようとする効率性の特徴をよく表す入出力項目の選定が必要である9）。
2.2　DEAを用いた先行研究
　アメリカ・イギリス・オーストラリア等では，Johnes（2006）や Coelli（1996）等，大学の効
率性について DEAを用いた研究が豊富にある。大学の管理部門に関する分析については Casu 
and Thanassoulis（2006）や Brown and Brignal（2002）がある。Brown and Brignal（2002）は，
管理・支援業務が教育研究活動にどの程度寄与しているかについて，入力項目を管理スタッフの
人件費と運営経費，出力項目を財政カウンシルからの交付金額，管理スタッフの人件費を除く人
件費及びイングランド高等教育財政カウンシル（HEFCE）からの研究交付金，受託研究費及び
特許権収入等とし，BCCモデルで分析している。
　しかし，日本の大学を対象とした先行研究はまだ少ない。日本の医学部の設置形態による効率
性の違いについて分析した妹尾（2003），医学部を持たない国立大学を対象に２段階入出力によ
る分析をした水田（2007），国立大学法人を対象とした山﨑・伊多波（2009，2010）などがある。
図 3　CCRと BCCの効率的フロンティア
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第 3節　就職支援に関する効率性分析
3.1　分析モデル
　本節では，大学を様々な資源を投入し，教育・研究・社会サービスを出力する生産主体とする。
すなわち大学が DMUとなる。本分析では，図 1で示した①のプロセスについて，できるだけ少
ない教育資源（教員・職員・校舎・教育研究経費）を投入することによって就職率を高くするこ
とが効率的であると仮定した分析を行う。各モデルの入力と出力の変数の組み合わせは表 3のと
おりである。アウトプットは就職率と希望就職率の二種類を設定し，CCRと BCCの入力指向型
モデルを用いた。DEAのインプットの値はゼロや負の値をとることはできないため，本分析で
対象とする DMUはすべてのデータが揃っている 146大学である。各変数の記述統計量は表 4の
とおりで，分析ソフトは DEA-Solver-PROを用いた。
3.2　計測結果
　大学には様々な属性があり，それによって経営環境は大きく異なる。そこで，本稿では設置形
態・学部系統・規模の三つの観点から計測結果を示す。
　まず表 5に設置形態別の計測結果を示した。就職率・希望就職率共に，CCRでは私立大学の
平均値が最も高く，次いで公立・国立の順であった。BCCの場合は，就職率・希望就職率とも
に公立大学の平均値が最も高く，次いで私立・国立の順であった。効率値のバラツキは就職率・
希望就職率共に CCRでは私立大学が最も大きく，BCCでは公立大学が大きくなっていた。
　次に学部系統別の結果を表 6・7に示した。例えば医学や薬学のように職業に直結している分
野の就職率は高いが，芸術系は低いといったように，就職率は専門分野によって大きく異なると
考えられる。そこで学問分野によって次の 6つの分類に分けた。
表 3　インプット・アウトプットの組み合わせ
インプット アウトプット
学生一人当たり学部専任教員数
学生一人当たり専任職員数（事務系と教務系職員）
学生一人当たり校舎面積
学生一人当たり教育研究経費
就職率
希望就職率
表 4　インプット・アウトプット変数の記述統計量
学部専任教員数／
学生
専任職員数／
学生
校舎面積／
学生
教育研究経費／
学生
就職率 希望就職率
最大値 1.455 0.976 81.9 5,5812.2 100.0 100.0
最小値 0.019 0.009 3.5 116.2 16.1 39.3
平均値 0.090 0.050 25.2 1488.3 71.2 91.6
標準偏差 0.155 0.098 14.9 5278.2 15.4 7.6
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分類 1：医学・歯学部を含む学部を設置するもの
分類 2：薬学部を含む学部を設置するもの
分類 3：理工系学部（理・工・農学系）を含む学部を設置するもの
分類 4：文系学部（人文科学・社会科学系）を含む学部を設置するもの
分類 5：保健系学部（看護・医療系）を含む学部を設置するもの
分類 6：その他系（家政・教育・体育・芸術系，その他）学部を設置するもの
　表 6・表 7から，就職率・希望就職率共に CCRでは分類 4の効率値が最も高く，BCCでは分
類 5が最も高くなっていた。そしてすべてのモデルにおいて最も効率値が低かったのは分類 1で
あった。分類 1の内訳は，国立 12校，公立 1校，私立 6校で，国立は医学部を有する総合大学，
公立・私立は 7校中 5校が医科大学であった。ここから分類 1の効率値が低い要因の一つは，学
生一人当たりの教育研究費が他の分類と比べて極端に高いためと考えられる。
表 5　設置形態別の効率値
就　職　率 希望就職率
国立 公立 私立 国立 公立 私立
DMU数 25 24 97 25 24 97
CCR
平均値 0.315 0.568 0.571 0.367 0.539 0.555
最大値 0.734 1.000 1.000 0.750 1.000 1.000
最小値 0.090 0.253 0.082 0.126 0.265 0.060
標準偏差 0.151 0.227 0.244 0.144 0.211 0.228
BCC
平均値 0.375 0.659 0.631 0.402 0.636 0.631
最大値 0.737 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000
最小値 0.137 0.274 0.166 0.131 0.277 0.103
標準偏差 0.140 0.261 0.237 0.173 0.240 0.235
注：■の網掛けは最も高い効率値を示す。
表 6　分類別の効率値　就職率
分類 分類 1 分類 2 分類 3 分類 4 分類 5 分類 6
DMU数 19 6 27 46 28 20
CCR
平均値 0.287 0.544 0.520 0.637 0.589 0.415
最大値 0.664 0.787 1.000 1.000 1.000 1.000
最小値 0.082 0.102 0.090 0.143 0.082 0.133
標準偏差 0.138 0.254 0.245 0.243 0.589 0.206
BCC
平均値 0.359 0.700 0.563 0.676 0.709 0.464
最大値 0.672 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000
最小値 0.186 0.427 0.166 0.195 0.111 0.137
標準偏差 0.111 0.264 0.222 0.227 0.709 0.214
就職率（％） 71.4 71.3 63.6 68.5 82.5 71.9
注：■の網掛けは最も高い効率値を示す。
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　最後に規模別の計測結果をみてみる。規模に関して収穫一定とする CCRの効率値と収穫可変
とする BCCの効率値の関係は，次式のように表すことができる。
CCR＝ BCC ∗ SE
規模の効率性（Scale Efficiency：以下，SE）は 1を超えることはない。ただし，最も効率的な
状況，つまり BCCと CCRの両方で効率値が 1を取る状況においてのみ，SEは 1になる。この
関係から，例えば BCCの効率値が 1であっても SEが 1より小さければ，CCRの効率値は 1よ
り低くなり，それは規模の経済による非効率と考えることができる。また，DEA-Solverでは計
測結果から規模の経済性（Returns to Scale）について収穫一定（CRS），収穫逓増（IRS），収穫
逓減（DRS）のいずれに当てはまるのかが示される。これらの数値を学生数の規模別に示したの
が表 8・9である。規模別の効率値の平均値は 1％水準で有意差がみられ，就職率，希望就職率
共に 10,001人以上の効率値が最も高くなっている。また 5,000人以下では規模が小さくなるほど
効率値は低くなっている。
　就職率の SEは 3,001～5,000人の規模が 0.920と最も高く，次いで 10,001人以上が 0.919と
なっており，10％水準ではあるが規模による一元分散分析による有意差がみられた。希望就職率
表 7　分類別の効率値　希望就職率
分類 分類 1 分類 2 分類 3 分類 4 分類 5 分類 6
DMU数 19 6 27 46 28 20
CCR
平均値 0.313 0.513 0.550 0.633 0.535 0.398
最大値 0.606 0.682 1.000 1.000 1.000 0.846
最小値 0.060 0.383 0.180 0.180 0.060 0.126
標準偏差 0.142 0.102 0.224 0.221 0.535 0.177
BCC
平均値 0.365 0.675 0.594 0.683 0.685 0.444
最大値 0.612 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000
最小値 0.103 0.395 0.289 0.196 0.103 0.131
標準偏差 0.129 0.229 0.221 0.229 0.685 0.211
就職率（％） 94.5 93.9 92.2 89.1 96.3 86.7
注：■の網掛けは最も高い効率値を示す。
表 8　規模別の効率値　就職率
学生数 DMU数 効率値＊＊＊ SE＊ IRS CRS DRS
10,001人以上 13 0.725 0.919 23％ 46％ 31％
5,001～10,000人 19 0.594 0.879 26％ 53％ 21％
3,001～5,000人 21 0.665 0.920 19％ 48％ 33％
2,001～3,000人 21 0.662 0.906 5％ 52％ 43％
1,001～2,000人 37 0.601 0.892 11％ 32％ 57％
1,000人以下 35 0.447 0.808 14％ 29％ 57％
注：＊＝p < 0.1，＊＊＝p < 0.05，＊＊＊＝p < 0.001
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の SEは 10,001人以上が 0.953と最も高く，1％水準による有意差がみられた。さらに就職率・
希望就職率共に，規模が小さくなるほど DRSの割合が多くなる傾向がみられることから，規模
の経済が働いていると考えられる10）。
第 4節　就職支援の効率性を規定する要因
　学生の就職には，規模やブランドといった大学の属性や教育環境と何らかの関係があると考え
られる。そこで，本節では①大学の属性，②進路，③教育支援，④狭義の就職支援（図 1の②の
矢印部分）が就職の効率性にどのような影響を与えているのかを重回帰分析によって明らかにす
る。
　被説明変数は第 3節で計測した効率値である。説明変数には，①大学の属性に関しては大学の
威信・ブランド力を表す代理変数として設置年，学部数を用いた。②進路に関しては，卒業率と
進学率を用いた。③教育支援に関しては，中教審答申「新たな未来を築くための大学教育の質的
転換に向けて」等で提言されている教授方法や学習支援の取組みを用いた。また，教授比率を職
務経験の長さに伴う教員の指導力の代理変数として用いた。④就職支援に関しては，就職支援活
動の代理変数として大学主催のガイダンス・セミナーの開催数や国内インターンシップの参加者
数，支援体制の代理変数として就職支援担当職員数やその専任率を用いた。
　各変数の内容は表 10のとおりである。データの出所は，設置年と学部数は朝日新聞社の『大
学ランキング 2012』，その他は「大学経営効率化」アンケート調査のデータである。サンプルは
第 3節で用いた 146大学のうち，すべての変数のデータが得られた 143大学である。
　本分析では，次の仮説を設定し，検証する。
 ⑴ 　ブランド力が高い大学の効率性は高い。
 ⑵　進学率が高いと卒業者に対する就職率は低くなるので就職に対する効率性は低くなる。
 ⑶　教育支援が充実している大学の効率性は高い。
 ⑷　インターンシップやガイダンス等，就職に直結する支援が充実していると効率性は高い。
　就職率の DEA効率値を被説明変数とし，強制投入法で分析した結果を表 11，ステップワイズ
表 9　規模別の効率値　希望就職率
学生数 DMU数 効率値＊＊＊ SE＊＊＊ IRS CRS DRS
10,001人以上 13 0.743 0.953 54％ 23％ 23％
5,001～10,000人 19 0.610 0.938 37％ 26％ 37％
3,001～5,000人 21 0.675 0.942 52％ 19％ 29％
2,001～3,000人 21 0.675 0.911 24％ 33％ 43％
1,001～2,000人 37 0.580 0.882 32％ 14％ 54％
1,000人以下 35 0.441 0.785 26％ 11％ 63％
注：＊＝p < 0.1，＊＊＝p < 0.05，＊＊＊＝p < 0.001
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表 10　説明変数の内容
変　　　　数 内　　　　容
① 　大学の属性に
関する変数
設置年 大学の前身となる学校等の設置年
学部数 2011年 5月現在の学部数
② 　進路に関する
変数
卒業率 2012年 3月卒業者／2008年 4月入学者
進学率 2012年 3月卒業者に対する進学率
③ 　教育支援に関
する変数
教授比率 学部教授数／学部専任教員数
クラス担任制度
全学で実施している場合を 1とするダミー変数
GPA
アクティブラーニング
ゼミ
ポートフォリオ
ピアサポート
④ 　就職支援に関
する変数
大学主催ガイダンス・セミナー数
2011年度中に大学が主催したガイダンス・セミ
ナーの開催回数
国内インターンシップ参加者数
2011年度中に国内インターンシップに参加した
学生数（単位認定されるもののみ）
就職支援担当職員数 2011年 5月現在の就職支援担当部署の職員数
就職支援担当職員の専任率 上記職員数に占める専任職員の割合
表 11　就職支援の効率性（就職率）に関する要因の重回帰分析（強制投入法）
CCR BCC
β p値 β p値
①
設置年 －0.018　 0.805 0.019 0.816
学部数 －0.101　 0.350 －0.139　 0.239
②
卒業率 0.003 0.973 0.027 0.742
進学率   －0.419＊＊＊ 0.000   －0.358＊＊＊ 0.000
③
教授比率 0.113 0.169 0.081 0.365
クラス担任制度   －0.210＊＊＊ 0.005  －0.191＊＊ 0.018
GPA 0.069 0.362 0.032 0.698
アクティブラーニング －0.070　 0.376 －0.093　 0.283
ゼミ 0.122 0.121 0.112 0.191
ポートフォリオ 0.055 0.476 －0.008　 0.923
ピアサポート －0.011　 0.884 －0.002　 0.983
④
ガイダンス・セミナー数 0.015 0.869 0.002 0.986
国内インターンシップ参加者数     0.243＊＊ 0.013     0.213＊＊ 0.045
就職支援担当職員数 0.146 0.198 0.116 0.346
職員の専任率 0.018 0.804 －0.025　 0.752
R
―
2 0.331 0.000 0.201 0.000
注 1：β は標準化係数
注 2：＊＊は 5％水準，＊＊＊は 1％水準で有意を表す。
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法で分析した結果を表 12に示した。表 11より CCR，BCC共に①大学の属性に関しては，有意
な影響はみられなかった。②進路に関しては，進学率がマイナスで有意となった。③教育支援に
関しては，クラス担任制度はマイナスで有意，④就職支援に関しては，国内インターンシップ参
加者数がプラスで有意となった。表 12のステップワイズ法では強制投入法の結果に加えて，
CCRの効率値では③教育支援の教授比率とゼミがプラスで有意，BCCの効率値ではゼミのみが
プラスで有意となった。
　なお，希望就職率をアウトプットとした効率値を被説明変数とした分析結果は，係数に若干の
違いはあるものの，就職率をアウトプットとした結果と同様の傾向であったため省略する11）。
　以上より，就職支援に関する効率性については，仮説⑴のブランド力以外は，概ね仮説どおり
であったといえよう。とくに国内インターンシップが就職の効率性に対して最も強いプラスの影
響を与えていることから，やはり就職には実際の就業体験が効果的であるといえる。しかし，ガ
イダンス・セミナーの開催数や就職支援担当者数は，符号はプラスであるものの有意ではなかっ
たため，これらについては単に量的に多ければよいわけではないことが伺える。
　教育支援については，教授比率やゼミでプラスの影響があったことから，インターンシップの
ように就職に直結する教育だけではなく正課教育の影響もあることや，就職課やキャリアセン
ターといった就職担当部署だけではなく教員も就職の効率性にプラスの影響を与えていると考え
られる。ただし，クラス担任制度についてはマイナスで有意であった。これは，就職支援の効率
性が最も高かった分類 5（保健系学部を含む学部を設置している大学）は，クラス担任制度を実
施していない大学が多かったことが一因と考えられる。
　大学のブランド力について有意な結果は得られなかったのは，本分析の被説明変数が就職率を
アウトプットとした効率値であったためと考えられる。学生がどのようなところへ就職している
のかという就職の内容，例えば就職先に占める上場企業の割合等を被説明変数に加えれば，今回
とは異なった結果になる可能性がある。
表 12　就職支援の効率性（就職率）に関する要因の重回帰分析（ステップワイズ法）
CCR BCC
β p値 β p値
② 進学率＊＊＊    －0.451＊＊＊ 0.000   －0.418＊＊＊ 0.000
③
教授比率＊＊     0.150＊＊ 0.047
クラス担任制度＊＊    －0.190＊＊＊ 0.006  －0.192＊＊ 0.011
ゼミ＊＊     0.158＊＊ 0.025     0.156＊＊ 0.037
④ 国内インターンシップ参加者数      0.267＊＊＊ 0.000    　0.230＊＊＊ 0.003
R
―
2 0.361 0.000 0.243 0.000
注 1：β は標準化係数
注 2：＊＊は 5％水準，＊＊＊は 1％水準で有意を表す。
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第 5節　ベンチマーキングによる改善案
　第 4節では就職支援の効率性に影響を与える要因について分析した。その結果，就職支援の効
率性に最も大きなプラスの影響を与えていたのは「国内インターンシップの参加者数」であった。
したがって，図 1の②の矢印で示した直接的な就職支援活動を改善することが，効率性の向上に
は最も効果的と考えられる。そこで，本節では表 13の①就職支援（広義）と②就職支援（狭
義）の効率性を計測し，優れた就職支援活動を実施している大学との相互比較，すなわちベンチ
マーキングによって具体的な効率性改善案の検討を行う。
　ベンチマーキングを行う際には，相互比較を行う対象を適切に選ぶことが重要となる。実行可
能な改善案を検討するには，できるだけ同じ特性を持つ大学間で比較することが必要である。と
りわけ教員数や校舎面積等については，大学設置基準等によって学部・学科別に厳しい制約条件
があるため，設置条件が近い文系学部（人文科学・社会科学系）を設置する分類４の大学を分析
対象とした。サンプルはインプット・アウトプットのすべてのデータが得られた 40大学である。
インプットとアウトプットの組み合わせは表 13のとおりで，記述統計量を表 14に示した。
　①就職支援で計測した効率値の高い順に示したのが表 15である。改善案を検討するために，
②就職支援の CCRと BCCの効率値及び SEの値から A・B・Cの三つのグループに分け，さら
表 13　インプットとアウトプットの組み合わせ
モデル インプット アウトプット
①　就職支援
（広義）
学生一人当たり学部専任教員数
学生一人当たり専任職員数（事務系と教務系職員）
学生一人当たり校舎面積
学生一人当たり教育研究経費
就職率
②　就職支援
（狭義）
就職支援担当職員数
国内インターンシップ参加者数
大学主催ガイダンス・セミナー開催数
学生数
就職率
表 14　インプット・アウトプット変数の記述統計量
最大値 最小値 平均値 標準偏差
就職支援担当職員数（人） 30 2 9.85 6.639
国内インターンシップ参加者数（人） 445 7 80.6 83.167
大学主催ガイダンス・セミナー開催数（回） 282 7 66.0 68.259
学部専任教員数／学生（人） 0.101 0.019 0.042 0.019
専任職員数（事務系と教務系職員）／学生（人） 0.069 0.011 0.029 0.012
校舎面積／学生（m2） 54.1 3.5 17.0 10.277
教育研究経費／学生（円） 4937.7 116.2 779.8 754.9
学生数（人） 12,600 248 3462.9 2847.750
就職率（％） 84.8 38.4 67.6 10.421
希望就職率（％） 98.7 73.0 88.7 6.927
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表 15　分類 4の効率値と SE
DMU
No. グループ ①就職支援θBCC
②就職支援
設置形態
θCCR θBCC SE
1 A‒1 1.000 1.000 1.000 1.000 私立
2 A‒1 1.000 1.000 1.000 1.000 私立
3 A‒1 1.000 0.846 0.907 0.933 私立
4 B‒1 1.000 0.604 1.000 0.604 私立
5 B‒1 1.000 0.548 1.000 0.548 公立
6 C‒1 1.000 0.570 0.582 0.979 私立
7 C‒1 1.000 0.590 0.594 0.993 私立
8 B‒1 1.000 0.632 0.963 0.657 私立
9 C‒1 0.911 0.751 0.770 0.976 私立
10 C‒1 0.902 0.572 0.756 0.757 私立
11 A‒1 0.889 0.872 0.873 0.999 公立
12 B‒1 0.848 0.407 1.000 0.407 私立
13 C‒1 0.845 0.560 0.576 0.971 私立
14 A‒1 0.841 1.000 1.000 1.000 私立
15 B‒1 0.840 0.662 1.000 0.662 私立
16 A‒2 0.784 1.000 1.000 1.000 私立
17 A‒2 0.783 1.000 1.000 1.000 私立
18 B‒2 0.779 0.703 0.822 0.856 私立
19 C‒2 0.776 0.426 0.467 0.912 私立
20 A‒2 0.763 1.000 1.000 1.000 国立
21 C‒2 0.726 0.455 0.455 1.000 私立
22 C‒2 0.707 0.705 0.771 0.914 私立
23 B‒2 0.683 0.603 1.000 0.603 私立
24 A‒2 0.641 1.000 1.000 1.000 私立
25 C‒2 0.608 0.605 0.608 0.995 私立
26 B‒2 0.606 0.542 1.000 0.542 私立
27 A‒2 0.603 1.000 1.000 1.000 私立
28 A‒2 0.587 0.979 1.000 0.979 私立
29 A‒2 0.558 1.000 1.000 1.000 私立
30 B‒2 0.523 0.773 0.869 0.890 私立
31 C‒2 0.517 0.621 0.621 1.000 私立
32 A‒2 0.482 0.815 1.000 0.815 私立
33 A‒2 0.470 1.000 1.000 1.000 私立
34 A‒2 0.465 0.804 0.843 0.953 私立
35 A‒2 0.362 0.822 0.966 0.851 私立
36 C‒2 0.354 0.766 0.796 0.963 私立
37 A‒2 0.333 0.811 1.000 0.811 私立
38 A‒2 0.327 0.822 0.878 0.936 私立
39 A‒2 0.265 1.000 1.000 1.000 私立
40 B‒2 0.196 0.742 1.000 0.742 私立
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に①就職支援の効率値によって二つのグループに分けたのが表 16である。なお，①就職支援に
ついては，CCRと BCCの効率値の相関係数が 0.97と極めて高いため，本稿では BCCの結果の
みを示す。
　Aグループは CCRでも BCCでも効率値が高く，規模の効率性を示す SEの値も 1に近い。す
なわち最も効率的な規模で就職支援活動を行っている大学である。とくに A‒1グループは①就
職支援の効率値が 1に近く，大学全体の就職に対する効率性も高いため「模範グループ」とする。
A‒2は，直接的な就職支援活動の効率性は高いが①就職支援の効率性は相対的に低いため，大学
全体の就職に対する効率性が低いグループである。このグループは，直接的な就職支援活動の規
模の拡大，すなわちインプット（就職支援担当職員，国内インターンシップ参加者，ガイダイン
ス・セミナー）の拡大によって，大学全体の効率性を改善できる可能性があると考えられるため，
「支援規模拡大グループ」とする。
　Bグループは，CCRの効率値は低いが BCCでは高くなっており，規模の効率性が低い。すな
わちインプットの規模が非効率の要因と考えられるため「体制改善グループ」とする。B‒1グ
ループは①就職支援の効率値が高いが B‒2のグループは低いため，就職支援体制の規模を改善
することに加えて，就職率そのものを上げることよって大学全体の効率性を上げることができる
と考えられる。
　Cグループは，CCRでも BCCでも効率値が低く，規模の影響が比較的小さいグループである。
したがって，支援体制よりも国内インターンシップやガイダンス・セミナーの内容が非効率の要
因と考えられるため「内容改善グループ」とする。ただし C‒1の場合は①就職支援の効率値が
高いので，②就職支援のインプットを縮小しても効率性は向上すると考えられる。C‒2は直接的
な就職支援の効率性も低く，大学全体の効率性も低いため，まずは就職支援内容を改善し，就職
率自体を上げる工夫が必要と考えられる。
　DEAでは非効率な DMUの効率値を 1にするには，各指標をそれぞれどの程度，改善すれば
いいのかを数値で示すことができる。紙幅の関係から，サンプル全体の改善策を示すことはでき
ないので，本稿では A‒1グループの No. 3，B‒1グループの No. 4，C‒2グループの No. 36を例
として取り上げ説明する。
表 16　改善案検討のためのグループ分け
グループ
①の就職支援
効率値
＝θBCC①
②の就職支援の効率値
大学数CCR効率値
＝θCCR
BCC効率値
＝θBCC②
SE
A
1 0.8 ≤ θBCC① ≤ 1
0.8 ≤ θCCR ≤ 1 0.8 ≤ θBCC② ≤ 1 0.8 ≤ ε  ≤ 1
5
2 θBCC① < 0.8 14
B
1 0.8 ≤ θBCC① ≤ 1
θCCR < 0.8 0.8 ≤ θBCC② ≤ 1 ε  < 0.8
5
2 θBCC① < 0.8 5
C
1 0.8 ≤ θBCC① ≤ 1
θCCR < 0.8 θBCC② < 0.8 0.8 ≤ ε
5
2 θBCC① < 0.8 6
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　DEA-Solverでは効率値が 1に満たない場合，どの DMUを目指せばよいのかという優位集合，
すなわちベンチマークとなる大学が示される。例えば，すべての効率値が 1，SEも 1となって
いる No. 1は多数の非効率な大学の参照対象となる。実際に No. 1の大学は「就職に強い」「就
職支援が充実している」という評判があり，週刊誌等マスコミのランキングでも上位にあげられ
ている。就職支援は実践的で，語学検定や簿記等の資格取得支援の充実が特長とされている。優
位集合は複数示される場合があるが，どの大学を目指すのかは，当該大学の組織風土や有する資
源の規模等，様々な条件を鑑みて，最も適切なものを選択すればよい。
　次に狭義の就職支援（②就職支援）を CCRモデルで計測した場合の改善案を表 17に示した。
インプットのマイナスの数値は，より少ないインプットで同じアウトプットを実現している大学
と同じ効率水準にするためには，どれぐらい縮小すればよいかという目標値である。また，アウ
トプットのプラスの数値は，インプットの余剰分を除去した上で，なおかつアウトプットをどれ
だけ追加すればいいかという目標値である。また，DMUが効率的となるためには，スラック変
数12） で示されるインプットの余剰とアウトプットの不足も解消されなければならない。
　No. 3の優位集合は No. 14，16，39である。No. 3は模範グループにあり，すでに効率性の高
い状態にあるが，インプットが過剰なため若干，非効率となっている。そこで就職支援担当職員
数を 15.36％，インターンシップ参加者数を 52.28％，ガイダンス・セミナーを 15.36％，それぞ
れ縮小すればさらに効率的となる。ただし，インターンシップ参加者数はスラックが 24.74％と
なっているため，まずは職員数やガイダンス・セミナーの開催数を縮小する方が効率値の改善に
つながる。
　No. 4の優位集合は No. 1，14，29である。No. 4は No. 3と同様にインプットが過剰であるこ
とに加えて，アウトプットが不足しているため非効率となっている。これは支援体制の過剰に
よって規模の不経済が生じていると考えられるため，各インプットを縮小し，且つ就職率を
39.97％上げることで効率的となる。ただし，就職率のスラックが 26.90％となっているため，就
職率を上げるよりもインプットを縮小することが効率値の改善につながると考えられる。
　No. 36の優位集合は No. 1，14，24，33である。No. 36は CCRでも BCCでも効率値が低かっ
たグループである。狭義の就職支援の効率性だけをみれば，インプットすべてを 23.38％ずつ縮
表 17　効率性改善案
DMU
No.
②就職支援
θCCR
インプット アウトプット
職員数
インターンシップ
参加者数
ガイダンス・
セミナー開催数
学生数 就職率
3
0.846 －15.36％ －52.28％ －15.36％ 0 0
Slack 0 24.74％ 0 0 0
4
0.604 －39.63％ －69.63％ －39.63％ 0 39.97％
Slack 0 0 0 0 26.90％
36
0.766 －23.38％ －23.38％ －23.38％ 0 0
Slack 0 0 0 0 0
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小することで改善される。しかし，大学全体の効率性が極めて低い（①就職支援の効率値は
0.354）ため，まずは就職支援体制を拡大し，支援内容を工夫することが必要である。ただし，
就職支援体制を拡大するために担当職員や予算を追加すると大学全体の効率性をさらに下げるこ
とになるので，支援体制の拡大は現有資源の再配分，すなわち人事異動や予算配分の見直しに
よって賄うことが必要と考えられる。
　以上の改善案は，限られたインプット・アウトプットの設定による計算上のもので，一つの案
である。また，改善案はそのまま実行可能であるとは限らない。実際の改善計画等を策定する際
には様々な状況を勘案して，十分に検討することが必要である。本分析の結果はあくまでも今回
設定したグループ内での相対評価であり，絶対評価ではない。分析対象とするサンプルやイン
プット・アウトプットの設定によって異なった計測結果となることに注意が必要である。
お　わ　り　に
　本稿では，近年，最も注目されている大学の就職支援機能について，効率性の視点から分析し
た。「大学経営効率化」アンケート調査の結果では，就職状況や就職支援の体制は設置形態に
よって違いがみられた。また，就職支援に対する主観的評価の設問では，就職支援の機能は概ね
肯定的に評価されているものの，支援のための予算や人員，施設・設備は十分ではないと捉えて
いる大学が，設置形態に関わらず多いことも明らかになった。
　就職支援の効率性については，相対的な評価手法の一つである DEAを用いた。DEAは，多入
力・多出力の事業体の相対的効率性を評価することができる。また，当該事業体が最も有利にな
るようにインプット・アウトプット項目のウェイトが自動的に設定されるので，各々の個性を生
かすことができる。したがって，多様な機能，複雑な組織を持つ大学にとって有効な評価方法の
一つと考える。分析の結果，規模の経済に関して収穫一定の CCRモデルでは私立大学，収穫可
変の BCCモデルでは公立大学の効率性が相対的に高かった。分野別では分類 5の保健系学部を
含む学部を設置する大学の効率性が高かった。
　就職支援の効率性を規定する要因については，教育支援や就職支援の変数がプラスの影響を与
えていた。とりわけ国内インターシップの影響は大きかったので，就職支援の効率性改善にはイ
ンターンシップの拡大を図ることが効果的といえる。ただし，単純な規模拡大だけではなく，受
け入れ先の選別や実施方法等，内容の改善が必要であることはいうまでもない。
　以上の分析結果を踏まえ，効率性評価の結果に対してベンチマーキングの考え方による改善案
を検討した。DEAによる相対評価は，単なるランクづけや競合分析ではない。具体的な目標を
設定し，非効率な部分を数値で把握することができる。ベストプラクティスを模倣するのではな
く，最も効率的に自身の強みを活かし，弱みを克服するための一つの方法と考えられる。
　ただし，実際のベンチマークや経営戦略策定の情報として用いるには，次のような課題がある。
今回は学部系統が近い大学をグループとして計測したが，DEAは同質性を重視するので，さら
385大学における就職支援の効率性評価
に諸条件を精査し，適切なグループを設定することが必要である。また，今回の分析で用いた
データは，個別大学の事情を十分に反映したものではない。例えば，就職支援者数をキャリアセ
ンター等の職員数としたが，大学によっては就職委員等が就職支援者として機能している場合が
ある。また，実習を必修とする学問分野ではインターンシップが正課授業の中で実施されている
ため，今回の分析には反映されていないケースも考えられる。厳密に分析目的に適合したイン
プット・アウトプット指標を設定するためには，新たなデータを収集することが必要である。
　本研究の今後の課題は，大学の外部の情報を取り込んだ分析を行うことである。今回の分析で
は，大学の外部要因については何ら考慮していない。しかし，就職はその時々の経済状況や社会
状況に大きく左右される。他大学の状況を考慮した分析は，今回の DEAによる相対的評価に
よって可能となったので，大学の外部環境要因も含めた包括的な評価によって，実際の改善に役
立つ分析を行っていきたい。
付記： 本研究は，平成 24～26年度科学研究費補助金基盤C（課題番号 24531081，研究代表者：
山﨑その）の助成を受けて行われたものである。
注
1） 文部科学省『学校基本調査』平成 23年度版より。
2）  リクルート（2011）pp. 5‒9。リクルートの調査によれば，大学・短期大学に進学した高校生
が志望校を検討する際に重視している項目の中で「就職に有利であること」や「資格取得に有
利であること」の割合が上昇している。また，就職に有利と感じるポイントは「企業への就職
率が良いこと」や「就職活動サポート体制がしっかりしていること」であったとしている。
3） 谷口（2005）p. 106。
4）  とりわけ文部科学省は，「大学生の就業力育成支援事業」や「大学教育・学生支援推進事業就
職支援推進プログラム」，「産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業」等による
財政支援を行っている。
5） 大学設置基準第 42条の 2。
6） 文部科学省中央教育審議会答申「初等中等教育と高等教育との接続について」より。
7）  望月（2013）は 2010年に日本学生支援機構が実施した「大学，短期大学，高等専門学校にお
ける学生支援の取組状況に関する調査」に基づく分析を行っており，この調査では大学 727校
（総回収率 94.7％）が回答しているため，全国の大学の傾向を示していると考えられる。
8） 刀根（1993），Charnes et al.（1995）（刀根・上田監訳（2007））を参照。
9）  多くの入出力項目がある場合には，主成分分析やクラスター分析などによって項目数を選定す
る方法がとられる場合もある。
10）  大学の経営における規模の経済性については，中島（2004），山﨑・伊多波（2009）でもその
存在が指摘されている。
11）  就職率の分析結果と異なっていたのは，希望就職率のステップワイズ法の BCCモデルでも教
授比率がプラスで有意であった点のみである。
12）  スラックとは，インプットの余剰やアウトプットの不足のことである。効率的になるためには，
効率値が 1になるだけではなくスラックも解消されなければならない。
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